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略 年 表 

1957年 

  文部省別枠科学研究費により、アジアの地域研究を目的として、20 の研究機関に 9 部

門にわたる 

「総合研究施設」が置かれることが決定。［史料 1］ 

1958年 4月 

  上に基づき、立教大学と日本地理学会の協定をもって立教大学内に「アジア地域総合

研究施設」（以下「同施設」という）を設置、以降 8 年間にわたり図書約 3500 冊、地

図約 5000枚等の資料を収集。［史料 1・2］ 

1962年 4月 

 文学部史学科にアジア地域研究を中心とする地理学コースを設置。学外のみならず、

学内においても同施設の利用が高まる。 

1965年 3月 

  8 年間にわたる文部省科研費が打ち切られ、同施設資料は立教大学の単独所管となる。

ただし立教大学は、それ以降、同施設に対する特定の予算を講じないまま今日に至る。

［史料 5・9］ 



1965－66年 

  文部省科研費の打ち切りに伴い、同施設の改組・発展を地理学コースで検討。［史料 2・

3］ 

1966年 11月 

  同施設の所有する資料と実績のもとに、立教大学大学院に地理学専攻の増設を決定。

［史料 4］ 

1967年 4月 

  大学院文学研究科に地理学専攻修士課程が発足。［史料 5］ 

1969年 4月 

  大学院文学研究科に地理学専攻博士課程が発足。 

1983年 

  地理学専攻、同施設の改組・発展構想の再検討を開始。［史料 6］ 

1989年 

  地理学専攻、同施設の現状を新研究棟問題検討委員会に訴える。［史料 7］ 

1990年 

  地理学専攻、｢アジア地域研究センター｣構想を具体的に提示。［史料 8］ 

1996年 

全学カリキュラム構想中に、アジア関連の講義展開が盛り込まれる。 

1997年 

  同施設を改組し、仮称「アジア地域研究センター」の設立に向けての全学部にまたが

る動きが始まる。［史料 10］ 

1998年 

  旧「立教大学アジア地域総合研究施設」を改組し、全学的な「立教大学アジア地域研

究所」が正式に発足。［史料 11］ 

 


